
 

統一性・総合性確保評価の結果の政策への反映状況 
 

 
令和元年度に評価の結果を取りまとめた「地籍整備の推進」、3 年度に評価の結果

を取りまとめた「外来種対策の推進」について、評価の結果の政策への反映状況は下
記のとおりです。 

この内容については、令和 5年 6月 6日に国会へ報告しています。 
 
 

テーマ名 
地籍整備の推進に関する政策評価（総合性確保評価） 

 （勧告・公表日：令和元年 12月 6日） 

関係行政機関 国土交通省、法務省 
○ 評価の観点 

  地籍整備の推進に関する施策等について、総体としてどの程度効果を上げているかなどの

総合的な観点から評価 

 

○ 評価の結果の概要 

(1) 「第 6次国土調査事業十箇年計画」（平成 22年 5月 25日閣議決定。以下「第 6 次十箇

年計画」という。）の成果目標である「進捗率（注）」、「地籍調査の実施面積」及び「地籍調

査に未着手又は休止中の市町村の状況」については、現状のペースで推移する場合、第 6

次十箇年計画の最終年度である令和元年度末までに達成することは、困難な状況となって

いる。 

(2) 次期国土調査事業十箇年計画の策定に当たり、地籍整備の推進に係る個別の推進施策

の実効性を確保するために、具体的に改善策を講ずる必要がある。 

（注） 地籍調査の対象面積（全国土面積から国有林野・公有水面等の面積を除いた面積）に対する地籍調査実施地域

の面積の割合 

勧告 
政策への反映状況 

（前回報告の状況及びその後の状況） 

1 認証遅延及び送付遅延の
解消策の検討、市町村への
技術的助言 

国土交通省は、認証遅延

及び送付遅延の早期解消を

図り、市町村における新規

調査の着手等取組を促進さ

せる観点から、認証遅延及

び送付遅延となっている原

因を分析した上で、解消策

を検討し、市町村に対し助

言する必要がある。 

（国土交通省） 

○ 令和 2 年 1月の認証状況等の調査、都道府県からのヒアリ

ング等により把握した内容を踏まえ、市町村に個別の助言を

実施 

○ 令和 2年 3月に国土調査法（昭和 26年法律第 180号）に国

土交通大臣の市町村等への援助規定を新設。「第 7 次国土調

査事業十箇年計画」（令和 2年 5月 26日閣議決定。以下「第

7 次十箇年計画」という。）に、地籍調査に関する助言を行う

有識者等（地籍アドバイザー）の地方公共団体等への派遣を

位置付け、認証遅延等を地籍アドバイザーの対応分野に追加 

○ 令和 2 年 10 月に地籍調査の成果の認証請求に至るまでの

留意点を都道府県経由で市町村に通知し、調査終了から原則

3か月以内に、遅滞なく認証請求を行うよう要請 

 

・ 認証状況等の調査結果に基づく個別の助言を引き続き

実施しているほか、令和 3年度の地籍アドバイザー活用実

績 70件中 19件において、遅延解消に対応 

・ 認証未了（注）は一定程度減少（697.88 ㎢（令和 2年度）

から 592.07㎢（3年度））も、送付未了（注）は、ほぼ横ば

い（581.74㎢（2年度）から 572.91㎢（3年度）） 

・ 土地所有者等からの申出による関係者協議に時間を要



 

する事案等が累積。引き続き助言等を行うとともに、新た

な発生を抑制するため、住民説明会等で根拠に基づく的確

な説明が行われるよう、研修等を地方公共団体に実施 

（注） 国土交通省は、認証状況等の調査を見直し、令和 2年度分から現在の

認証未了、送付未了の定義で調査を実施 

 

2 土地所有者等の立会いの
弾力化措置の運用事例の集
約・整理、市町村への提供 

国土交通省は、筆界未定

の予防を促進する観点か

ら、地籍調査作業規程準則

（昭和 32 年総理府令第 71

号。以下「準則」という。）

第 30 条第 4項（令和 2年 6

月の準則改正前の同条第 3

項）の適用に当たっての具

体の運用事例を集約・整理

し、市町村に提供する必要

がある。 

 

（国土交通省） 
○ 準則第 30 条第 4 項（弾力化措置）（注）を適用した事例を集

約・整理し、令和 3年 2月に都道府県経由で市町村に通知 
○ 令和 2 年 6月の準則改正により、一部の土地所有者等が所

在不明の場合でも、筆界案の作成及び公告の手続を経て調査
が行えるよう措置（以下「準則第 30条第 3項措置」という。） 

（注） 土地所有者等が所在不明の場合、筆界を明らかにする客観的資料（現地復

元性を有する地積測量図等）を用いた筆界の調査を可能とする規定 

・ 最終的に土地所有者等の所在が不明であるため立会い

を求めることができなかった筆数のうち、準則第 30 条第

4項（弾力化措置）の適用により調査が進んだ筆数は、令

和 2年度が 1,203筆のうち 258筆（21.4%）、3年度が 1,602

筆のうち 513筆（32.0%）と増加 

・ 準則第 30 条第 3 項措置は、令和 2 年度 371 筆、3 年度

854筆に適用され、活用が進展 

3 国土調査法第19条第5項
の規定に基づく国土調査以
外の成果の活用実績に係る
検証 
国土交通省は、同法第 19

条第 5 項の指定制度の活用

実績が、目標に対して低調
となっている原因・理由に
ついて、民間事業者等の実
情を踏まえ、検証する必要
がある。 

（国土交通省） 
○ 市町村や民間事業者等との意見交換において、民間事業者
等の申請による第 19条第 5項の指定（注）（以下「19条 5項指
定」という。）は、民間事業者等にはメリットがないとされる
一方で、地籍調査の実施主体である市町村等には効率的な地
籍整備につながるというメリットがあり得ることを確認 

○ 上記を踏まえ、令和 2年 3 月の国土調査法の改正により、
地籍調査を行う市町村等が、民間事業者等に代わって申請（以
下「代行申請」という。）できるよう措置され、第 7次十箇年
計画に、19条 5項指定制度の更なる活用の促進を位置付け 

（注） 国土調査法第 19条第 5項において、国土交通大臣等は、土地に関する様々

な測量及び調査の成果について、その精度又は正確さが国土調査と同等以上

であると認めた場合に、当該成果を地籍調査と同一の効果があるものとして

指定することができるとされている。 

 

・ 民間測量成果を活用した地籍整備の一層の推進に向け

た通知を令和 3年 3月に都道府県に発出し、民間事業者に

19 条 5 項指定制度を周知するためのチラシも添付。地方

公共団体の開発許可担当部局にも事務連絡を発出し、適切

な対応を依頼 

・ 令和 4年 6月に、申請対象となり得る測量成果の例や、

申請に当たり必要となる追加作業の内容とその費用の試

算例等を新たに盛り込んで 19 条 5 項指定申請に関する手

引を改訂し、市町村等に周知 

・ 19条 5項指定制度の自主的な申請実績（注）は、令和 2年

度 2.15㎢、3年度 2.62㎢。代行申請の実績はなし 

・ 令和 4年度に市町村へのアンケート及びヒアリングによ

り、代行申請の実施に至らなかった理由を調査したとこ

ろ、市町村の制度への理解が不十分であったことから、各

種研修等を通じて一層の周知を実施 
（注） 新住宅市街地開発法等による不動産登記に関する政令（昭和 40 年政



 

令第 330 号）により申請が義務付けられているもの、土地区画整理事業

運用指針（平成 13 年国都市第 381 号）及び国土調査法第 19 条第 5 項の

成果の認証に準ずる指定の申請に係る事務取扱い等について（昭和 56 年

1 月 5 日付け 55構改B第 1847号）により申請が推進されているものを除

く。 

 

4 法務局等による地籍調査
への具体的協力内容を市町
村等に周知 

国土交通省は、都市部な
ど地籍調査の実施が困難な
地域における地籍調査を推
進する観点から、市町村等
に対し、法務省の協力も得
ながら、法務局等による地

籍調査への実務的協力の具
体的内容や効果について周
知する必要がある。 

（国土交通省） 
○ 第 7 次十箇年計画に、地方公共団体と法務局との連携の促
進を位置付け、準則改正により、登記官に対する協力の求め

の規定（注 1）を措置 
○ 法務局等による地籍調査への実務的協力（注 2）の具体的な内

容等について、令和 2 年 9 月に都道府県経由で市町村等に通
知 

（注）1 地籍調査を行う市町村等が、地籍調査に関し、登記所に備え付けられてい

る資料との整合性を確保するため必要があると認めるときは、当該調査に

係る土地の登記の事務をつかさどる登記所の登記官に対し、助言その他の

必要な協力を求めることができることを明記したもの 

2 市町村等からの協力要請に応じ、法務局等が地籍調査に係る住民説明会、

現地調査及び成果案の閲覧に出席又は協力すること。 

 
・ 筆界の調査に関する登記官の助言に係る留意点等につ

いて、令和 4年 3月に都道府県経由で市町村等に通知 
・ 令和 3年度は、法務局等が市町村等に対し、896 回の助

言等の協力を実施 
 

5 地籍整備における法務局

等と市町村の連携の促進 
  法務省及び国土交通省
は、人口集中地区（ＤＩＤ）
における地籍整備を、より
一層推進する観点から、地
図作成作業に係る計画の策

定や実施に当たって、法務
局等と市町村による協議・
調整が積極的に行われるよ
う促すなど、法務局等と都
道府県、市町村との連携に
ついて見直し及び促進を図

る必要がある。 

（法務省） 

○ 地図作成作業の実施予定地区等の情報を関係市町村へ教示
することとし、地図作成作業の計画変更の判断基準等に係る
通知を令和元年 12月に各法務局等に発出 

（国土交通省） 
○ 第 7 次十箇年計画に地方公共団体と法務局との連携の促進
を位置付け、地籍調査連絡会議及び地籍調査事務打合せ会の

設置要領について、地図作成作業の実施計画及び実施状況、
筆界特定の申請予定等を打合せ事項に追加するなどの改正を
行い、令和 3年 1月に都道府県経由で市町村に通知 

 
（法務省） 
・ 50 か所全ての法務局等において地図作成作業の情報を

地方公共団体に教示。協議・調整を行った結果、10か所の
法務局等で地図作成作業の計画が変更（令和 3年 2月から
4年 6月末までの期間） 

（国土交通省） 
・ 連絡会議等の設置要領の内容について、令和 3年度は、
会議・研修等の機会を捉えて、地方公共団体の担当者に合

計 21回の説明を実施 
 

6 地籍整備の進捗に係るデ
ータの整合性に係る取組 
国土交通省は、ＰＤＣＡ

に基づいた地籍整備を推進

する観点から、地籍整備の
進捗状況について、市町村
から徴するデータの定義を
明確に示すとともに、デー
タの整合性を高める取組を

（国土交通省） 
○ 第 7 次十箇年計画の前提となる地籍調査の対象面積等の整
理について、令和元年 8 月に、対象面積の定義等を記載した
要領を都道府県及び市町村に示し、把握した数値について、

国と都道府県等の保有するデータの整合を図った上で、第 7
次十箇年計画に記載する進捗率を算出 

○ 地図作成作業の実績と地籍調査の実績を合わせた都市部の
実施面積や進捗率を算出し、令和 2年 8 月、国土交通省のホ
ームページに公表 



 

行う必要がある。  
・ 令和 3年度の地籍整備の進捗状況を 4年 6月に報道発表
するとともに、国土交通省のホームページで公表 

 

（注）1 「政策への反映状況」の    で囲んだ箇所（その後の状況）は、前回回答（令和 3 年 3月 23 日）以

降に関係行政機関が採った措置で、令和 5 年 2 月 2～6 日に法務省及び国土交通省が回答したものである。 

2 詳細は、総務省ホームページ（https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/hyouka_230214000163379.html）参照 

 

 

テーマ名 
外来種対策の推進に関する政策評価（総合性確保評価） 

 （意見通知・公表日：令和 4年 2月 15日） 

関係行政機関 環境省 
○ 評価の観点 

  特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律（平成 16年法律第 78号。以

下「外来生物法」という。）、「生物多様性国家戦略 2012-2020」（平成 24年 9月 28日閣議決

定）及び「外来種被害防止行動計画」（平成 27年 3月 26 日環境省、農林水産省及び国土交

通省）により取り組まれている外来種対策の推進に関する施策等について、関係行政機関等

における各種取組の実施状況を明らかにするとともに、当該取組の効果を検証し、関係行政

の今後の在り方の検討に資するため実施 

 

○ 評価の結果の概要 

 (1) 定着予防外来種（ヒアリ） 

・ 地方公共団体の防除現場で、関係機関との連絡体制など実際の防除に役立つ取決め

が進んでいないところあり 

・ 環境省が事前に各地で具体的に働き掛けるなどの活動も確認されず。 

⇒ 今後の水際対策におけるオペレーションや取決めの在り方を進化させるため、現

状の検証や評価が必要 

 (2) 総合対策外来種（アライグマ） 

・ 環境省の生息分布調査結果を活用していない地方公共団体が多い。 

・ 捕獲頭数の数値が都道府県単位の情報となっているなど、市町村における防除の準

備に活用しづらい等の意見あり 

⇒ 防除に必要な情報の提供について、現在の取組の検証や評価を行った上で、その

在り方の検討が必要 

(3) 総合対策外来種（オオキンケイギク） 

・ 国全体としての具体的目標など、現状や取組の効果の認識を助ける情報や、環境省

の取組が対策の中でどのように位置付けられ、実際にどのような成果につながってい

るかの情報が提供されていない。 

 ⇒ 外来種対策の中でのオオキンケイギク対策の位置付けの考え方を示し、それにふ

さわしい目標設定・情報提供を行うことが必要 

(4) 産業管理外来種（セイヨウオオマルハナバチ） 

・ 総出荷数量を半減する目標は達成困難な状況 

・ 国（環境省・農林水産省）、地方公共団体、関係団体による様々な対策の現状につい

て国が全体をどう評価しているかを示す情報が提供されていない。 

 ⇒ 個々の主体が自ら積極的に取組を進められるよう、現在の取組の評価や達成した

成果を示す情報の提供が必要 

(5) 外来種対策の評価の課題 

・ 外来種対策の展開のためのＰＤＣＡに必要な情報の提供が不十分 

・ 環境省における現行の政策評価は、国全体の取組の現状についての評価に関する情

報が提供されているとは言い難い 

 ⇒ 政策評価を含め、外来種対策のＰＤＣＡを適切に回していくための方策の在り方



 

について検討が必要 

意見 政策への反映状況 

1 定着予防外来種（ヒアリ） 

防除の現場では、地方公共団体におい

て関係機関との連絡体制等、実際の防除

に役立つ取決めが進んでいないところも

あり、環境省が各地で具体的に働き掛け

るなどして、連絡体制等の取決めを促し

ている活動もみられなかった。環境省が

定める調査・防除の方針に則して防除の

現場で対策が的確に講じられるために、

このような状況で十分かどうかの評価・

検証が求められる。 

今般のヒアリの防除対策については、

ヒアリの防除の成否だけでなく、今後の

外来種の水際対策における実際のオペレ

ーションやそのための取決めの在り方を

進化させることに役立てる目的で、検証

や評価を行うことが必要であると考え

る。（環境省）  

○ ヒアリについては、本政策評価の中間報告（令

和 3 年 6 月 30日）を踏まえ、令和 4 年 1月 11

日、中央環境審議会自然環境部会野生生物小委

員会の「特定外来生物による生態系等に係る被

害の防止に関する法律の施行状況等を踏まえた

今後講ずべき必要な措置について（答申）」（以

下「答申」という。）において、「総務省の政策

評価において指摘されているとおり、各現場で

実際の防除に役立つ役割分担等の取決めが進ん

でいないことが課題」と評価・検証を受けたと

ころ。 

○ 令和 4 年 5 月 18 日に公布された特定外来生

物による生態系等に係る被害の防止に関する法

律の一部を改正する法律（令和 4 年法律第 42

号。以下「改正法」という。）において、国、都

道府県、市町村、事業者、国民の責務規定や各

主体の連携に係る規定が創設された。また、特

に緊急に措置を行う必要がある特定外来生物を

「要緊急対処特定外来生物」として政令で定め、

移動制限、通関後の検査等、強力な措置を行う

ことができることとされ、対象事業者が被害を

防止するためにとるべき措置に関する指針（以

下「対処指針」という。）を定めることとされた。 

○ ヒアリ類については、この「要緊急対処特定

外来生物」に令和 5年 4月 1日に指定し、その

対処指針について、環境省は、物流や港湾等に

係る関係団体等に対するヒアリングを行い、そ

の結果も踏まえ、ヒアリを発見する可能性が高

い事業者（地方公共団体が港湾管理者等の場合

を含む）に対し、ヒアリ類発見時に事業者等が

とるべき措置を定めるとともに、地方環境事務

所や関係事業者等との連絡体制の確立等を求め

る内容とした（当該指針は、令和 5年 4月 25日

公布、同年 6月 1日施行予定）。 

○ また、国の機関や地方公共団体、関係事業者

等において、ヒアリが発見された際に実際に防

除を実施する方法についてまとめた「ヒアリの

防除に関する基本的考え方」（平成 30年 1月作

成、環境省自然環境局野生生物課外来生物対策

室）について、「ヒアリの防除等に関する専門家

会合」等で専門家による助言を受け、対処指針

の内容等を踏まえて令和 5年 4月に改訂してお

り、今後も毎年更新していく。 

2 総合対策外来種（アライグマ） 

環境省は、地方公共団体において捕獲

等の防除活動が効果的に実施できるよ

う、各地域におけるアライグマの生息分

布状況など必要な情報の提供について、

○ アライグマの対策については、本政策評価の

中間報告（令和 3年 6月 30日）を踏まえ、令和

4年 1月 11日、中央環境審議会自然環境部会野

生生物小委員会の答申において、以下のとおり

課題が示された。 



 

現在の取組の検証や評価を行った上で、

その在り方について検討することが必要

と考える。 

外来生物対策としてのアライグマへの

取組においては、外来生物法のほか、鳥

獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に

関する法律（平成 14 年法律第 88 号。以

下「鳥獣保護管理法」という。）に基づく

捕獲の仕組みが活用されているところ、

その「優先的な防除」が実現すれば、捕

獲の根拠法が何であるかを問うものでは

ないとも考えられる。「アライグマの防

除」という目的のために二つの仕組みが

用意されている現状を踏まえれば、それ

ぞれの効果、メリット・デメリットなど

を整理して、評価し、二つの仕組みが相

互に補い合い、防除の取組がより効果的

に行われるよう、総合的な取組の方針を

市町村に示すなど、実務における適切な

手段の選択を支援する取組が有用であり

検討すべきであると考える。（環境省） 

・ 取組の成果として、封じ込め等の達成に至

っていない。有効性を高めつつ防除を推進す

るためには、防除に当たって重要な情報の整

理と発信が求められる。 

・ 国として侵入初期の地域や分布の拡大状況

に関する情報の収集や迅速な注意喚起などの

発信は十分に実施できていない。 

○ この対応として、国は、効果的な防除手法や

優良事例、地方公共団体との連携方法、鳥獣保

護管理法を始めとする関連諸法令との調整・連

携など、防除に当たって重要な情報の整理と発

信を更に強化していく必要があるとされた。 

○ また、答申において、アライグマなどの分布

情報については、市町村単位などのよりきめ細

かな情報を継続的に集約し、拡散が懸念される

地域への注意喚起や取組促進のための仕組みと

体制を確保していくことが必要とされた。くわ

えて、これまでの対策が十分な効果を上げてお

らず、被害の増加、分布の拡大が継続している

ものについては、現状を整理・分析し、対策実

施上の課題を改めて明確化し、有効な対策の実

現に結び付けることが必要と評価・検証を受け

たところ。 

○ 環境省では、これらを踏まえ、令和 4年度に

これまで都道府県単位で把握していた特定外来

生物の分布情報を市町村単位に改良する取組に

着手し、令和 5年度中に市町村単位での分布情

報を提供すべく、そのための調査を実施する予

定。また、「生物多様性国家戦略 2023-2030」（令

和 5 年 3 月 31 日閣議決定）において令和 6 年

度までに策定することとされた、アライグマに

ついての効果的な被害防止対策を採っていくた

めの全国的な指針等についての令和 5 年度以降

の検討や、「アライグマ防除の手引き（計画的な

防除の進め方）」（平成 23 年 3 月作成（平成 26

年 3月改訂、令和 2年 3 月一部修正）、環境省自

然環境局野生生物課外来生物対策室）の改訂な

どを行う中で、外来生物法と鳥獣保護管理法の

メリット・デメリットなどの整理をし、防除主

体における適切な手段の選択を支援する取組を

検討していく。 

○ なお、改正法を踏まえ地方公共団体が主体的

に実施する特定外来生物の防除等については、

交付金により支援を行う「特定外来生物防除等

対策事業」を令和 5年度に創設した。今後、当

該事業により、地方公共団体においてアライグ

マの捕獲等の防除活動が効果的に実施されるよ

う支援していく。 

3 総合対策外来種（オオキンケイギク） 

国（環境省）として、国以外の主体に

よる防除を進める立場に立つのであれ

○ オオキンケイギクの対策については、「生物多

様性国家戦略 2023-2030」において令和 6 年度

までに行うこととされた「外来種被害防止行動



 

ば、それらの主体の判断が促されるよう

に行動する必要がある。少なくとも、個々

の主体が、自ら積極的に防除に取り組む

意欲が生ずるように、国全体の取組の中

での位置付けを認識できるようにする必

要がある。国は、現在の取組についての

評価やこれまでに達成できている成果を

示す情報を提供していくべきである。 

観賞用や緑化用に導入され、既に広範

に分布・生育しているとみられるオオキ

ンケイギクについて、取引や栽培等の規

制等の行政コストまでかけた対策を採る

以上、コストに見合った成果が示されな

ければならないと考える。そして、その

成果が、現状では明確でないか、「根絶」

等の究極のもののみで、そこに至る道筋

が見えない状況になってしまっているこ

とは、問題点として指摘できる。これで

は、外来種対策において用意されている

各種対策が、オオキンケイギクについて、

問題なく、あるいは効果的・効率的に成

果を上げているかといった判断材料も得

られず、政策立案担当者によるＰＤＣＡ

が回らない。また、協働のパートナーと

なるべき地方公共団体等とも認識を共有

できないことから、その面での取組の発

展も期待し難い。 

環境省は、このような問題点に対応し、

外来種対策の中でのオオキンケイギク対

策の位置付けの考え方を示し、当該位置

付けにふさわしい目標設定、情報提供を

行うべきである。（環境省） 

計画」の見直しにおいて、有識者等の意見も踏

まえ、これまでの対策の評価・検証を行うとと

もに、その位置付けの考え方を示していくこと

としている。 

○ その結果を踏まえ、当該位置付けにふさわし

い目標設定、情報提供を行っていく。 

4 産業管理外来種（セイヨウオオマルハ

ナバチ） 

「セイヨウオオマルハナバチの代替種

の利用方針」（平成 29 年 4月環境省及び

農林水産省）では、現状と代替種利用に

関する課題を整理し、今後の方針、対策

を示しているが、セイヨウオオマルハナ

バチに採られている様々な外来種対策の

現状について、国が全体をどう評価し、

課題を把握し、それに対し今後どのよう

な方針で臨むのかを示す資料は見当たら

ない。このため、多様な立場の関係者が

自ら主体的に取組を考える材料は不足し

ている。 

国（環境省）は、それら多様な主体の

判断が促されるように行動する必要があ

る。少なくとも、個々の主体が、自ら積

極的に取り組む意欲が生ずるように、国

全体の取組の中での位置付けを認識でき

○ セイヨウオオマルハナバチについては、平成

31 年 4 月 19 日付け環自野発第 1904191 号環境

省自然環境局長通知により、令和 4年 4月から

従来の許可数量の範囲内に限り飼養等の許可の

対象としており、令和 4年度以降は当該通知の

とおり、従来の許可数量の範囲内で外来生物法

に基づく飼養等の許可を行っている。 

○ また、「生物多様性国家戦略 2023-2030」では、

セイヨウオオマルハナバチ対策として、セイヨ

ウオオマルハナバチを在来種マルハナバチに転

換するための実証、講習会等を支援するととも

に、在来種の生息域へのセイヨウオオマルハナ

バチの拡散防止を行うなど、適正な管理の必要

性について周知徹底することとした。 

○ 今後、これらも踏まえ、農林水産省とも連携

しつつ、セイヨウオオマルハナバチの定着状況

や代替種である在来種の利用状況、代替種利用

の課題、課題に関する科学的な知見等のほか、

今後の地域ごとの代替種の利用方針等を取りま



 

るようにする必要がある。国は、現在の

取組についての評価やこれまでに達成で

きている成果を示す情報を提供していく

べきである。（環境省） 

とめた「セイヨウオオマルハナバチの代替種の

利用方針」を見直すなど、個々の主体が、自ら

積極的に取り組む意欲が生ずるように、方針等

を示していく。 

5 外来種対策の評価の課題 

外来種対策は、国が国以外の主体に主

体としての取組の必要性の判断・活動を

求めているところに特殊性があり、国以

外の主体は、政策について説明を受ける

だけの受動的な存在ではなく、自ら取り

組むことを求められている。特に地方公

共団体であれば、行政主体である以上、

ＰＤＣＡを回して、より効率的な取組を

行っていくことを住民から求められる。 

国以外の主体の自主的な取組を促すた

めには、外来種対策についての適切かつ

必要な情報の提供が重要であり、その中

には、国全体の取組の現状についての評

価は当然含まれる。 

現場の取組や具体的な活動に取り組む

国以外の主体にとって、判断に有用な情

報は、外来種対策の個別性や多様性など

に対応したものであると考えられる。例

えば、地方公共団体が、当面「有効性の

高い、分布拡大の防止、局所的な根絶、

低密度化」のいずれかを目指すべきとい

ったところで、そもそも、当該地方公共

団体が単独で特定の種の分布状況の把握

に取り組む契機は乏しい。有効性の判断

も、特定の種に関する分布情報等なくし

ては不可能である。今回の調査で現場か

ら、例えばアライグマについて「何頭捕

獲すれば効果的なのかが判断できない」

といった意見が聴かれたことからも、現

在、国が十分に必要な政策の現状・評価

に関する情報を提供できているかどうか

は疑問であり、外来種対策という政策の

展開のためのＰＤＣＡに必要な情報の提

供は十分でないと言わざるを得ない。 

政策評価は、政策効果の把握と評価を

行い、公表して政府の活動について国民

に対して説明するとともに、その結果を

対象とした政策に適切に反映させる、す

なわち、政策の改善や効率的運用につな

げることを目的として、政策を担当する

行政機関が行うものである。外来種対策

の展開に必要な情報を提供していくため

には、この政策評価を活用していくこと

が考えられるが、環境省における政策評

価の取組の現状は、一部の外来種につい

て数値目標を掲げて個別の評価を行うに

○ 環境省では、地方公共団体が主体的に実施す

る特定外来生物の防除等について、交付金によ

り支援を行う「特定外来生物防除等対策事業」

を令和 5年度に創設した。 

○ 当該事業においては、外来種対策のＰＤＣＡ

を適切に回していくため、ＥＢＰＭのアプロー

チが可能なものとすべく、令和 4年度において

は、効果検証を行うための指標を検討した。こ

れを踏まえ、交付金申請時には、地方公共団体

における防除活動の効果的な実施に資するた

め、防除等の対象となる外来生物の特性に応じ

て適切なＫＰＩを設定させる仕組みとした。 

○ 今後は、当該事業を通じた検討結果も踏まえ、

他の事業で地方公共団体が行う取組にも応用が

可能であるかどうか検討していく。 

 



 

とどまり、国全体の取組の現状について

の評価に関する情報が提供されていると

は言い難い。 

一方で、中央環境審議会においては、

外来種対策全体について審議が行われ、

答申の形で一定の現状認識と今後の取組

の方向が示されており、外来種対策に焦

点を絞る限り、同審議会の審議・答申の

方が、政策評価が果たすべき役割を果た

していると言える。 

したがって、環境省には、政策評価を

含め、外来種対策のＰＤＣＡを適切に回

していくための方策の在り方について検

討することを求める。外来種対策は、一

つの政策と認識できるとはいいながら、

外来種ごとの取組の個別性があり、かつ、

国以外の多様な主体との協働が必要であ

ること等を踏まえれば、政策評価のみな

らず、同審議会の審議・答申を含め、複

数の枠組みで評価をしていくことも考え

られる政策である。このような政策の評

価については、現在、確たる定式がある

わけではない。政策改善に役立てるとい

う目的に照らし、また、どのような単位

であればＥＢＰＭのアプローチが有効で

あるかといった視点をもって、試行錯誤

を許しつつ進化させることが望まれる。

このような観点から、総務省としても協

力する用意がある。（環境省） 

（注）1 「関係行政機関」欄には、総務省が法第 16条第 2項の規定に基づき、必要な意見を付した評価書を送付した行政機

関を記載した。 

2 「政策への反映状況」は、意見通知・公表日（令和4年2月15日）以降、令和5年4月末現在までに関係行政機関

が採った措置である。 

 

 


